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はじめに

コミュニティ・スクールとしての取組を推進することによって、学校を取り巻く環境は大きく変わってき

たと感じている。もともと学校の「外の風」を利用し、学校運営をより充実させるという本来の目的を越え

て、地域住民と保護者が学校という地域の中に存在する価値ある教育資源を中核として、それぞれの力を集

結し、子供たちを育てようという大きな動きが始まっている。

また、学校の存在が、単に子供を育てる拠点というだけではなく、緊急事態発生時の地域防災の拠点をは

じめ、地域活性化の一翼を担う存在として再認識され始めている。

そこで、本稿では、このような時だからこそ、シンプルに今一度「子供」を中心において「いかにつなが

りながら子供の育ちを支えることができるのか」について、本校のコミュニティ・スクールとしての取組を

再評価しつつ、新たな「地域連携カリキュラム」という視点から提案することにする。

１．地域連携カリキュラムについて

１－１ 地域連携カリキュラムをどう捉えるか

平成28年４月１日現在で、山口県内のすべての市町立小・中学校に学校運営協議会が設置され、コミュニ

ティ・スクールが導入された。各中学校区では、コミュニティ・スクールが核となって地域のネットワーク

を形成し、学校、家庭、地域が連携・協働しながら、社会総がかりで小中９年間の子供たちの学びや育ちを

見守り支援する「やまぐち型地域連携教育」が推進されている。「やまぐち型地域連携教育」を推進するこ

とで、各小・中学校のコミュニティ・スクールとしての取組の充実はもちろんのこと、小小連携や小中連携

の充実、さらには、保育所や幼稚園、認定こども園、高等学校、特別支援学校等との学校間連携を一層進め、

地域の様々な社会教育団体等がつながり、地域ぐるみの教育支援体制の強化が図られてきた（図１）。

こうして、コミュニティ・スクールとしての取組が充実する中、その取組が単発的であったり、一過性の

ものであったりするのではなく、持続可能な取組として地域に確かに根付くことが求められている。

図１の右下に示されているように、これまでの取組を見直しながら教育課程を編成し、カリキュラム・マ

ネジメントを進めていくことが重要となっているのである。

各学校における具体的な作業は、次のようなものである。

・「目標」（子供に付けたい力、目指す子供の姿）の再検討

・「目標」と実践の結び付きの確認

・実践を効果的に行うための組織の整備

＊１ 下関市立熊野小学校（令和２年度山口大学教育学部附属教育実践総合センター共同研究員）

山口大学教育学部附属教育実践総合センター研究紀要第50号（2020.9）
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・実践の効果を評価する仕組みの工夫

・成果を発表する体制の整備 等

図１ やまぐち型地域連携教育（山口県教育委員会作成）

各学校では、目指す子供の姿を家庭、地域と共有し、その実現に向けてコミュニティ・スクールとしての

取組を一層充実するカリキュラムとなり得る「地域連携カリキュラム」が作成され、試行されている。地域

連携カリキュラムの実施による成果については、まだ十分に検証することはできてはいないとは思われるが、

確かな手応えを得ているであろうか。

本校においても、一昨年度から中学校区の合同学校運営協議会が中心となって、第一弾となる地域連携カ

リキュラムを作成し、昨年度から取組を始めたところである。

図２は、地域連携カリキュラムのカリキュラム表である。

「学習」、「生活」、「健康・安全」の３つの領域で、目指すべき子供の姿、そのために身に付けなけ

ればならない力を小学１年生から中学３年生までの発達段階に分けて示すとともに、役割を「学校」と「家

庭・地域」とに分けて示すなど、大変分かりやすい構成となっている。これを児童生徒のいるすべての家庭

に配付するとともに、地域住民の方にも理解してもらえるように地域内の主だったところに掲示し、それぞ

れの取組を促しているところである。

すべての項目について一斉の取組を促すことは、なかなか難しい面もある。しかしながら、各学校におい

ては、カリキュラム表の中から子供たちの実態に合った重点項目を提示するとともに、家庭毎に取り組みた

い項目について親子で話し合うなど、それぞれの立場で積極的な取組を行うことを求めている。

併せて、中学生、保護者、地域住民と教職員を交えた熟議を行い、この地域連携カリキュラムをいかに実

行していくのかについて、みんなで知恵を出し合う場を設けるなどの仕掛けを行ったところである。
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図２ カリキュラム表
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１－２ 次の一手を探る

完全学校週５日制が導入された平成14年には、「地域でできることを考えよう」、「子供の受け皿作りを

進めよう」という発想から、放課後子ども教室などの事業が展開されるとともに、プレイパークが各地に建

設されるなど、社会全体で子育てをしようという風潮が生まれた。

しかし、今はどうだろうか。国が推進した放課後等における子育て支援に関する施策の中で生き残ったも

のは「児童クラブ」だけではないだろうか。

つまり、保育に対するニーズの掘り起こしが進み、児童クラブが子供の新たな居場所として定着はしたも

のの、子供たちに様々な体験をさせ育てようといった教育機能を果たす仕組みは、残念ながらほとんど残っ

てはいないし、残っていてもその役割を十分に担っているとは言いがたい状況である。

それでは、なぜ残ってこなかったのだろうか。

それは、そこに関わる人を育ててこなかったからであり、「地域不在」、「学校不在」で仕組みを作ろう

としたからである。多くの人が「みんなで子供たちを育てよう」という思いで協力はしたが、何のためにそ

れを行うのかといった目標等の協議は行われず、方法論的な協議ばかりであったのではないだろうか。これ

では、次第に「やらされ感」を強く感じることとなり、自らの主体的な行動を支える「手応え」や「やりが

い」といったものを感じることができなくなっていたに違いない。

また、残念ながら、そこには学校が地域と前向きに関わり合おうという積極的な関係づくりができていな

かったことも理由の一つであろう。

こうした中で始まった学校支援地域本部事業や山口県の地域協育ネット事業が、新たな学校と地域の関わ

り方とともに地域住民主体の取組の必要性を再考させる重要な役割を果たしてきた。

そして、この流れを受けて始まったのがコミュニティ・スクールである。

当初は「そんなことをしなくても地域や保護者との連携はできている」とか、「会議を増やさなくてもコ

ミュニケーションは十分だ」といった意見が聞かれた。けれども、実際にコミュニティ・スクールとしての

取組が始まり、学校運営協議会を中心として様々な協議と新しい取組が試行錯誤される中で、これまでとは

違った「新しい関係づくり」の必要性が理解されるようになってきた。

一方で、この状況を手放しで喜んでばかりはいられない。このような状況が生まれてきたのも学校の力に

よる部分がほとんどであり、学校が頑張っているからできていることを理解しなければならない。

地域の力が、子供たちの成長に大きな成果をもたらすことは明白である。ならば、その力を自らが発揮で

きる仕組みを作ればいいわけであり、その仕組みを作るきっかけとなりうるのが、この地域連携カリキュラ

ムであると考える。

現状に満足せず、課題を明確にしながらよりよい在り方を模索していこうという発想なくして、喫緊の課

題である業務改善を図りながらも、地域や保護者と効率的・効果的に連携した新しい学校づくりは進められ

ない。

１－３ 地域連携カリキュラムに期待すること

地域連携カリキュラムを、「学校における教育課程と地域カリキュラムの融合・協働したカリキュラ

ム」として捉えることはできないだろうか。

ここでいう「地域カリキュラム」とは、関わるすべての人が共有できるように、地域行事が潜在的に

持っている目標と手立てを顕在化し再構成したカリキュラムのことである。

この地域カリキュラムと学校における９年間の教育課程のゆるやかな接続を図りつつ、目指すべき子供た

ちの育ちを支えていくのである。これは決して新しい発想ではない。かつて学校の役割、家庭の役割、地域

の役割が、それぞれ果たされていた時の隠れたカリキュラムを顕在化させ、再分担するのである。

しかし、私たちを取り巻く情勢が大きく変化している中、時代の要請に応じた新たな役割があることをそ

れぞれが理解し担わなければならない。

本稿が目指す地域連携カリキュラムは、同じ地域にある小・中学校と地域とのつながり（ネットワークに

近いゆるやかな結合）の基盤をなすものである。

今までは、それぞれの学校が自校の特色を生かしながらも、地域にある学校として地域関係団体と連携し

つつ地域行事等への協力を行ってきた（図３）。これからは、この地域連携カリキュラム策定という作業を

通して、地域連携カリキュラムという基盤の上で、15歳までの連続した育ちを相互に効果的に補完し合いな
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がら担保する体制を整えるものである（図４）。

１－４ 自治力を育む

この地域連携カリキュラムの成功の鍵は、「地域住民の自治意識の醸成」である。

コミュニティ・スクールとしての取組の推進により、学校と地域の関係は非常に密接になってきた。

様々な行事で学校側の意図した仕掛けが見られ、子供たちが多様な場で体験・活動している機会も増えてい

る。地域の方からも、「学校の協力により地域が活性化してきた」といった学校にとってうれしい言葉をい

ただいたりもしている。

しかし、本当にこれが、「連携」の先の目指すべき姿なのだろうか。

目指すべきことは、それぞれの「自治力」を高めることにあり、その成果として、それぞれの持つ教育力

を発揮して子供たちを育てることができるようになることである。

このように、地域と学校を子育ての両輪と考えるならば、残念ながら、今はまだ学校側の車輪だけで動い

ている場合が多い。

地域の方々が主体となり、「こういうことなら、自分たちはこういう仕掛けでそこを目指してみたい」

という見通しをもって、実行に向けて自分たちで前向きに協議ができるようになって初めて、地域連携カリ

キュラムが動き出したと言えるのではないだろうか。

地域と学校、この両輪が動き始めて、ようやく地域と学校が対等に子育てについて議論することができる

のである。

２．本校の取組の実際

２－１ 本校の歩みから

本校においても、コミュニティ・スクールとしての取組の推進に当たって、学校運営協議会を中核として

学校運営や教育活動支援、環境整備の支援など、様々な活動が展開され、多くの方が学校を訪れ、子供や教

職員とふれあう機会が増えている。

そのおかげで、学校教育に対する理解は深まり、以前に増して「学校は地域の中心」、「子供たちをみん

なで育てる」という意識が醸成されてきた。

また、地域住民が関わる活動が、補助的な活動から学習の中核となる活動に移行してきた。

こうした取組を進める中、本校で意図的に行ってきたことが「子供を地域で育てるための環境を整え

る」ということである。

これまでの本校の取組と、地域連携カリキュラムを活用したこれからの見通しを進行予定表で示すと次の

表１のようになる。

図３ 今までの関係 図４ これからの関係
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表１ 進行予定表

現時点では、中学校区校長会において［ステップ５］に取り組み始めたところである。

２－２ 「地域を主役」にする仕掛け

本校におけるこれまでの取組の中で、［ステップ３］が大変重要であった。

「くまの応援隊」に象徴されるように、地域の人が関わり助け合う中で「つながり」を深め、地域を活性

化しようとするのが本校コミュニティ・スクールの推進の基盤となっているからである。

それ故、学校の教育活動の支援を中核に据えながらも、地域住民同士がふれあう場を意図的に仕掛けると

ともに、地域行事の活性化に子供だけでなく、保護者も教職員も関わる仕掛けを講じてきた。

２－２－１ くまの応援隊

「くまの応援隊」（図５）は、応援隊に登録した保護者や地

域住民が、学校に集まり、学校で配付する印刷物の印刷、図書

室の掲示物の作成、子供たちへの本の読み聞かせ、学校花壇の

手入れなどを行っている。

しかしながら、単に学校の教育活動のみを支援する応援隊で

はなく、熊野地域全体の応援をしていこうというコンセプトの

もとに結成された組織である。

これまで、地域住民同士がふれあう場として「ふれあい集

会」（図６）や「大人の学び場」（図７）等を企画し、実施し

てきた。

図５ くまの応援隊

図６ ふれあい集会 図７ 大人の学び場

−262−



２－２－２ 地域行事への参画

子供たちが、地域行事に積極的に参加し、参加者が増加することで、行事の内容や仕組みにも変化が生ま

れている。地区運動会では子供を意識したプログラムづくりが進められるとともに、子供と地域住民とのふ

れあいの場づくりが行われている（図８）。

地域行事を運営する方からも、「住民の参加が固定化し減少する中で、子供たちが行事に参加することは

地域としても有り難い」という声をいただくなど、地域住民の目が確実に子供たちに向いていることを実感

している。

地域行事の有用性と可能性、そこに関わる人の持てる力を価値付けることで、次の高みを目指すことがで

きるのである。

ここで大切なことは、子供たちの成長につながっている手応えを地域の方々に実感してもらうことであ

り、それが「地域が主役」の子育てにつながるのである。この「手応え」が「やりがい」につながらなけれ

ば、地域連携カリキュラムは、「主役不在」のカリキュラムとなる。

併せて、ここで「主役はあくまでも学校」という発想からの脱却を図ることが大切である。その一手とな

るのが、教職員と保護者や地域住民が一緒に地域連携カリキュラムを作り上げる過程である。

共同で策定することを通して、互いの取組や状況をより深く理解することができる。そして、地域の子供

たちを育てる当事者として、自分たちにできることとそれぞれが果たすべき役割を自覚することができるの

である。

図８ 地域行事への参画

２－３ 更なる高みへ～新たな「地域連携カリキュラム」への挑戦～

続いて、本稿の中心提案である「ステップ５」についてである。

先に述べたように、現時点では、中学校区校長会での素案づくりの段階であり、まだ、整理できているこ

とは少ない状況ではあるが、今後の目指すべき方向性ということで、これからの見通しを述べていくことと

する。

まずは、設定すべき目標についてである。［ステップ４］で既に策定している地域連携カリキュラム①に

示された目標を基盤として、次のように考えている。
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併せて、地域カリキュラムとして検討すべき行事を次のように整理したところである（表２）。

表２ 地域カリキュラムとして検討すべき行事

実際の策定作業に当たっては、まずは、できそうな行事から取り組むことがポイントである。

例えば、「熊野ふれあい運動会」を例にして、これからの手続きを考えてみる。
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この行事に着目した理由は次の３点である。

① 参加者の半数近くが子供であり、子供が参加できるプログラムが多い。

② 運営の仕事の中にも、子供たちの力が発揮できそうなところが多くある。

③  学校においても、子供たちは運動会（運営も含めて）を経験しており、その経験を生かすことが可能

である。

それでは、どのように協議を行うことがよいのだろうか。協議において整理すべきポイントは、次のとお

りである（表３）。

表３ 協議において整理すべきポイント

この中でも、「目標の再設定」が重要である。

地域行事においては、幼児から中高校生くらいまでの幅広い子供を対象として、年間を通して複数の行事

が実施されているため、行事毎にその行事が果たす役割を明確に分別することは困難かもしれない。

それ故に、年間を通して取り組むべき大目標を大まかに区分けした対象年齢毎に設定するとともに、各行

事の小目標を設定するようなことを考慮しなければならないであろう。

また、実際の運営に当たっては、学校が担う役割として、行事の準備段階で子供たちに運営に当たっての

ヒントや心得について情報を提供するなどの側面的な支援や、行事の終了後には振り返りや評価などの子供

たちのつながる学びを支える仕組みづくりの支援が必要である。

これから、これらの素案を元に関係団体と協議しながら地域連携カリキュラムを具体的に策定していくこ

とになる。そこで、まずはこのカリキュラムの必要性と有用性を理解してもらわなければならない。その手

始めが、各学校運営協議会における協議である。協議の中では、この素案の中には示されていない、ＰＴＡ

関係の行事等も新たに組み込まれるかもしれない。逆に、前向きな意見ばかりではなく、新たな負担が生じ

るのではないかという不安からの拒否反応が出るかもしれない。

できるところからでいい。小さな成果をあげることをまずは目指すべきである。
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その際、学校側からの提案が先行するのではなく、地域行事のもつ価値を適切に評価するとともに、その

中に今まで隠れていたカリキュラムを顕在化させることに力を尽くすべきである。そこから新しいカリキュ

ラムとして再構築していくことが、最もふさわしいやり方であろう。

３．今後の見通しと課題

この新たな地域連携カリキュラムを策定することも必要なことであるが、次に考えなければならないこと

は、このカリキュラムを、行事等に関わる人だけでなく地域全体に周知し理解してもらうことである。多く

の場合、ほとんどの住民が地域行事の必要性と価値をわずかながら感じつつも、本来の目的を正しく理解し

ているとは限らない。

ましてや、新たなカリキュラムとして再構築されても、地域全体が「みんなで子供を育てに取り組もう

としている」という意図を感じるだけでは、一人ひとりの住民に「私にもできるかもしれない、やってみた

い」というような「差し手感覚」が生まれるはずもない。はじめは関わる人と子育て中の保護者にターゲッ

トを絞り、理解を促していきたいものである。それだけでもきっと、今までとは違った成果が見えてくるは

ずである。

併せて、その取組の成果を周知する情報提供が定期的に繰り返し行われれば、少しずつだが多くの住民に

身近な取組として感じてももらうことができるのではないだろうか。そのことが、「あいさつ運動」などの

「自分たちでもできる日常の活動」に変化をもたらすことを期待している。

おわりに

本来、今年度から各学校運営協議会での協議を各主催団体等と協議を進めながら、策定作業を行うことと

していたが、新型コロナウィルス感染症によりすべての活動が中止されている現下では難しい状況である。

また、これと同時に、再構築する地域カリキュラムと教育課程をいかに効率的・効果的につなげていくこ

ができるかの議論を学校で始めなければ地域連携カリキュラムは完成しない。

カリキュラムは一度に作り上げることができるものではない。進めることができる行事から一つずつ協議

を積み重ねつつ、できたところから試行していくことが必要である。

やりながら考えていく中で、新しい関わりが学校と地域の間にできていくことを期待している。

最後に、地域の方からいただいた言葉を紹介したい。

「大人を動かしつなぐことは難しい。しかし、子供たちの笑顔があって地域は活性化する。つながること

の大切さ、素晴らしさを感じた子供は将来地域を支えてくれる大人になってほしい」
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